



































2016 年 12 月 20 日、最高裁は、国土交通大臣（国交大臣）が沖縄県知事
に対して提起した、地方自治法 251 条の 7 第 1 項に基づく不作為の違法確認
訴訟について、不作為の違法確認を認める判決（本判決）を下した 1。本判
決には様々な法的問題点があり、本稿はそれらを考察する。



















与える影響が大きいとされる 11。本判決は、最高裁が、地方自治法 251 条の
7 第 1 項に基づく不作為の違法確認の訴え 12 について判断を示した初の事案
として、実務的な観点からも重要だと指摘される 13。また、本判決は、最高














して、本件埋立承認取消は違法であり、地方自治法 245 条の 7 第 1 項に基づ
いて、本件埋立承認の取消しを求める是正の指示を行った（本件是正の指
示）。これに対し、翁長知事は本件埋立承認取消を取り消さず、法定期間内
に同法 251 条の 5 第 1 項に定める是正の指示の取消しを求める訴えの提起を


















（2）「公有水面埋立法 4 条 1 項 1 号の『国土利用上適正且合理的ナルコ
ト』という要件（第 1 号要件）は、承認等の対象とされた公有水面埋立てや





































に地方自治法 245 条の 7 第 1 項に基づいて是正の指示をすることができる。」






人の意思表示を求めるものである。これに加え、被上告人が平成 27 年 11 月
に提起した前件訴訟においても本件埋立承認取消しの適否が問題とされてい
たことなど本件の事実経過を勘案すると、本件指示がされた日の 1 週間後で
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指示の審査の申出をした。国地方係争処理委員会第 2 次決定（2016 年 6 月
21 日）は、本件是正の指示の適否の判断の回避し、国と県に協議を求める
見解の提示し、法的紛争への積極的な関与を回避した。同決定は、本件解決
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本件埋立承認の「撤回」権限 114 という強力な権限が残されている 115。
最高裁判決直後から、翁長知事は本件埋立承認の撤回を検討しているとの
報道がなされ、2018 年 8 月の時点で翁長知事は撤回を行おうとしていた。
行政処分の職権取消が判決で違法とされた後、処分庁が改めて撤回を行うこ
とは異例だとされる 116。しかし、2018 年 8 月 9 日に翁長知事が病気のため
死去した。9 月には沖縄県知事選挙が行われるため、新基地建設反対派の知
事が当選した場合には、撤回がなされる可能性が高い。
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